
 

高知県地域訓練協議会 議事概要 

 

平成29年度 第1回 高知県地域訓練協議会 

 

１ 日時 

  平成 29年 10月 20日（金） 13:30～ 15:00 

 

２ 開催場所 

  高知市南金田 1-39 高知労働局  別館会議室  

 

３ 出席者及び所属 16名  

園田 智幸  高知労働局長（会長）  

長瀧 正隆  高知県経営者協会専務理事  

亀井 秀彦  高知県商工会連合会専務理事  

久保 孝敏  高知商工会議所専務理事(代理)総務企画部長  

嘉数  実  高知県中小企業団体中央会参事・事務局長  

岡林 ゆり  連合高知会長(代理)副事務局長  

市川 人美  株式会社ニチイ学館高知支店ヘルスケア事業支店長(代理)課長補佐 

       （社団法人全国産業人能力開発団体連合会会員企業）  

氏原 憲二  社団法人高知県専修学校各種学校連合会会長  

正木 宏忠  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部長  

    杭田 健一  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部（随行）  

  求職者支援課長  

麻岡 誠司  高知県商工労働部副部長  

葛目 照幸  高知県商工労働部副部長（随行）雇用労働政策課チーフ  

    土方 聖志  高知県教育委員会事務局教育次長（代理）高等学校課指導主事  

            

（事務局）  

    渡辺 剛史  高知労働局職業安定部長  

    松浦 光子  高知労働局訓練室長  

    中平 照彦  高知労働局訓練室地方人材育成対策担当官  

 

４ 結果概要  

  ①最近の雇用失業情勢について  

  ②平成 28年度における公的職業訓練（求職者支援訓練、公共職業訓練）の実

施結果及び平成 29年度実施状況について  

  ③平成 30年度地域訓練計画策定に向けて  

   上記①～③の議題により説明を行い協議のうえ了承された。  

 



 

５  各委員等の意見  

○H30 年度からの「精神障害者受入モデル事業」について受入体制のマニュアル、危機対応  

マニュアル等は整備されるか。訓練校での困難事例等実際にあるのではないか、マニュア  

ル等の整備をお願いしたい。（氏原委員：高知県専修学校各種学校連合会）  

○「モデル事業」について現時点では詳細不明です。（事務局）  

○「長期高度人材育成コース」について今後 3 年制をお願いしたい。  

3 年で正看護師を目指すコースに使えないので是非拡充を。  

○これまでの訓練で大分効果が出てきているが本当に受講者が減っていく中で、受講者が減る  

ことで受講者の学力も減り基本的なところから教えなければならない、とうてい就職も難  

しい方もいる、今後就職率だけを評価するのかその辺りをご配慮いただきたい。  

（氏原委員：高知県専修学校各種学校連合会）  

○来年度以降の制度設計等に向けて反映されるように意見をあげていきます。（事務局）  

○委託事業として今年、訓練修了生への就職支援、ミニ面接会を実施している。参加いただく

ところが小さい事業者なので、いろんな業種でまたがると面接会参加の日程調整が難しいと

いう声あり。少し柔軟な対応をお願いしたい。（長瀧委員：高知県経営者協会）  

○要望として検討させていただく。（事務局）  

○機構の生産性向上人材育成支援センターで工業会と連携の話があったが、産業振興センター  

へ情報を繋げていただけたらニーズはあるのではないか。（麻岡委員：高知県商工労働部） 

○県下ハローワークの求職者に対するアンケート調査結果により求職者ニーズが大変よくわ  

かり今後の訓練コース決定に向けて検討材料になる。パソコン、事務系分野、また介護福  

祉分野が人気で、また介護分野ではより上位の資格を求めている求職者が多いという分析  

結果もあり今後の求職者支援訓練コースの設定の際に是非とも参考にさせていただきた  

い。また委託訓練で実施している介護コース訓練の設定時期、内容等について求職者支援  

訓練との調整をよろしくお願いしたい。  

（正木委員：高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部）  

○求人側と求職者側ニーズ等多様性がかなりあるので協議して進めていきます。（事務局）  

○訓練コース別の定員充足率が載っているがコースによってばらつきあり。中止された理由は  

何か。また中止になり受講できなかった場合は次へのフォローはされているか。  

（亀井委員：高知県商工会連合会）  

○今年前半で中止になったのでは介護初任者研修であったが、郡部等で介護訓練希望者が少  

 なく定員を確保できずやむなく中止になるような例あり。中止とする前に必ず応募期間延長  

を行い再募集を実施し充足を図るように、またやむなく中止となった場合には必ず次回コ  

ース等のご案内、相談等を行い窓口でのフォローを行っています。（事務局）  

                                以上  

 

 


